
宇部市移動支援事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この事業は、屋外での移動に困難がある障害者（児）について、外出のための介護を行うこ

とにより、障害者（児）の移動に関する福祉の増進を図り、地域での自立生活及び社会参加を促

すことを目的とする。 

（対象者） 

第２条 この事業の対象者は、宇部市に居住又は宇部市が援護の実施者となる障害者（児）で、 

次に掲げる各号の一に該当する屋外での移動に困難がある者とする。ただし、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律第２８条第１項に規定する重度訪問介護、同行

援護、行動援護又は重度障害者等包括支援の支給決定者は除く。 

(1) 視覚障害者 

(2) 全身性障害者 

(3) 知的障害者 

(4) 精神障害者 

(5) 障害児 

(6) 屋外での移動に困難があると市長が認めた者 

（サービス内容） 

第３条 サービス内容は、次のとおりとする。ただし、通勤・営業活動等の経済活動に係る外出、  

通年かつ長期に渡る外出及び社会通念上適切でない外出は除く。 

(1) 市役所等公的機関に行くための外出 

(2) 市民大会等各種行事出席のための外出 

(3) 公的施策によって行われる研修、講座等に出席のための外出 

(4) 冠婚葬祭のための外出 

(5) 買物のための外出 

(6) 余暇活動のための外出 

(7) その他前各号に準ずる外出 

２ 利用は、原則として１日の範囲で用務を終えるものとする。 

３ この事業を利用している時間は、ホームヘルプサービス等その他の障害福祉サービス等は  

利用できないものとする。 

（利用者の決定） 

第４条 この事業を利用しようとする者（以下「利用者」という。）は、利用申請書（別記様式第１号）に

必要な事項を記載し、市長に提出するものとする。なお、現に受けているサービスの種類及び 

支給量等を変更する場合も同様とする。  

２ 市長は、申請受理後速やかに必要な調査を行い、利用の要否等を決定し、利用決定通知書兼

利用負担上限額決定通知書（別記様式第２号）又は利用却下通知書（別記様式第３号）により、 

利用者に通知するものとする。 

（サービス提供事業者） 

第５条 サービス提供事業者（以下「事業者」という。）は、職員等の配置基準等を定めた事業申請

書（別記様式第６号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（居

宅介護に係る部分に限る）等に照らし必要な調査を行い、事業者の指定の可否を決定するものと

する。 

３ 前項の指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。

ただし、市長が特に認める場合はこの限りでない。 

（地域生活支援給付費） 

第６条 市長は、利用者が前条に規定する事業者から当該サービスを受けたときは、利用者に対し、

地域生活支援給付費を支給する。 

２ 地域生活支援給付費は、別表１の基準により算定した費用の１００分の９０に相当する額とする。

ただし、一定基準を超えた利用があった場合は、１００分の８０に相当する額とする。 

３ 生活保護受給者は、１００分の１００に相当する額とする。 

４ 事業者は、利用者の同意を得て利用者に代理し市長に対して事業費を請求し、受領できるもの

とする。 

（利用者負担額） 

第７条 利用者（生活保護受給者は除く。）は、別表１の基準により算定した費用の１００分の１０（以

下「利用者負担額」という。）を負担するものとする。ただし、一定基準を超えた利用があった場合

は、１００分の２０を負担するものとする。 

２ 利用者は、事業者に直接、利用者負担額を支払うものとする。 

（利用者負担額の軽減） 

第８条 利用者の家計に与える影響その他の事情を斟酌し、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律施行令第１７条第１項及び障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律施行規則第２６条の３の規定に準じ、利用者の世帯の所得区分に応じ、

別表２のとおり負担上限月額を定めるものとする。 

２ 次のサービスに要した同一の月の利用者負担額は合算するものとする。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく介護給付等（介護 

給付費、訓練等給付費、特例介護給付費、特例訓練等給付費）に係る利用者負担額 

(2) 介護保険の利用者負担額（高額介護サービス費・高額介護予防サービス費により償還された

費用を除く。） 

(3) 児童福祉法に基づく障害児通所給付費、特例障害児通所給付費及び障害児入所給付費に

係る利用者負担額 

(4) 地域生活支援事業における移動支援事業、日中一時支援事業に係る利用者負担額 

(5) 補装具費に係る利用.者負担額 

３ 同一世帯に前項に掲げる利用者が複数いる場合は、世帯の負担を軽減する観点から、世帯に

おける負担上限月額を別表３のとおり定めるものとする。ただし、同条第２項第２号及び第５号の

規定については、同一人が障害福祉サービス等を併用している場合に限る。 

４ 負担上限月額を超える支払いがあった場合は、高額地域生活支援給付費を支給する。 

５ 高額地域生活支援給付費の支給を受けようとする利用者は、高額地域生活支援給付費支給申

請書（別記様式第４号）を市長に提出しなければならない。 



６ 市長は、前項の申請の提出を受けたときは、速やかに内容を審査し、高額地域生活支援給付費

支給（不支給）通知書（別記様式第５号）により、利用者に通知するものとする。 

（関係機関との連携 ) 

第９条 市長は、事業の目的を達成するため、事業者と密接な連携を図り、事業の円

滑な運営に努めるものとする。 

 （調査等） 

第１０条 市長は、地域生活支援給付費に関して必要があると認めるときは、事業者若しくはこれら

を使用する者若しくはこれらの者であった者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若し

くは提示を命じ、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該事業を行う事業所若し

くは施設に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の調査等の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（指定の取り消し） 

第１１条 市長は、事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、事業者の指定を取り消すこ

とができる。 

(1) 不正な手段により指定を受けたとき 

(2) 事業に関する報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽

の報告をしたとき 

(3) 出頭を求められてこれに応じず、質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、検査を拒

み、妨げ、若しくは忌避したとき 

(4) 請求に関し不正があったとき 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成１９年１１月１日から施行する。 

３ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

４ この要綱は、平成２２年８月１日から施行する。 

５ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

６ この要綱は、平成２４年７月１日から施行する。 

７ この要綱は、平成２５年 4月１日から施行する。 

８ この要綱は、平成２６年７月１日から施行する。 

（準備行為） 

１ この要綱の施行のために必要な準備行為は、この要綱の施行日前においても行うことができる。 

 

別表１  

利用時間 30分以下 

30分超 

1 時間以下 

１時間超 

1.5 時間以下 

以後 30分毎 

身体介護を伴う場合 2,300円 4,000円 5,800円 820円 

身体介護を伴わない場合 800円 1,500円 2,250円 750円 

注１） 日中時間帯以外のサービス提供については以下の加算の算定 

     午後６時から午後１０時まで  ２５％に相当する額 

     午後１０時から午前６時まで  ５０％に相当する額 

     午前６時から午前８時まで   ２５％に相当する額 

注２） 要綱第５条で規定する事業者の地域区分別の費用の算定 

別表１の基準に「厚生労働大臣が定める一単位の単価」（平成 18 年厚生労働

省告示 539 号）で規定する「居宅介護」の地域区分における割合を乗じて得た額 

(小数点以下は切捨て) 

 

別表２ 負担上限月額 

区分 世帯の収入状況 負担上限月額 

生活保護 生活保護受給世帯 

0円 

低所得 市民税非課税世帯 

一般１ 

利用者が１８歳未満かつ市民税課税世帯で、世帯の市民

税所得割合計額が２８万円未満 

4,600円 

利用者が１８歳以上かつ市民税課税世帯で、世帯の市民

税所得割合計額が１６万円未満 

9,300円 

一般２ 一般１以外の市民税課税世帯 37,200円 

 

 

別表３ 世帯における負担上限月額 

算定基準 負担上限月額 

生活保護受給世帯及び市民税非課税世帯 0円 

市民税課税世帯 37,200円 

 


